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第６章 法人と企業
第１節 法人と企業

＜ とは＞法人

自然人以外の団体や財産の集合体に、

権利義務の主体となる地位（権利能力）を認めたもの

人 自然人 肉体を持って生きている人（原則として権利義務の主体）

法 人 法律上の権利義務の主体となる人格を有するもの（肉体なし）

公法人 国・地方自治体や法人格を持つ公共団体

私法人 私法に準拠して設立された法人

財産の集合に対して人格を与えたもの（非営利のみ）財団法人

一般財団法人 非営利（剰余金を社員に分配しない）目的

公益財団法人 不特定多数の利益（公益）が目的

自然人の集合に対して人格を与えたもの社団法人

一般社団法人 非営利（剰余金を社員に分配しない）目的

公益社団法人 不特定多数の利益（公益）が目的

NPO法人 特定非営利活動を行う法人

利益の獲得と構成員への分配を目的とする法人営利法人

合名会社 社員は全て無限責任社員である

合資会社 無限責任会社員と有限責任社員が併存する

合同会社 社員は全て有限責任社員である

株式会社 不特定多数の株主が経営者に経営を委託する

従来法の法人について
・中間法人法上の中間法人 → 一般財団法人
・民法上の公益法人 → 移行または解散（移行期限：2013.11）

移行形態：一般社団法人､一般財団法人､公益社団法人､公益財団法人

法人設立の手続き
原則： …法律の定める要件を満たせば設立が認められる。準拠主義
例外：認可主義…認可が必要 許可主義…許可（免許）が必要

特許主義…特別の法律の制定が必要

●権利能力なき社団とは（法人との対比）

法 人 権利能力なき社団

意 味 自然人以外で、法律によって 法人と似た組織で活動しているが、
人格（法人格）が認められて 法人格（権利能力）を取得していな
いる団体や財産の集合 い団体

例 株式会社、学校法人、国など 同窓会、ＰＴＡ、町内会など

権利 法人自体が権利義務の主体 本来は構成員個人の名義でしか
主体性 権利義務の主体となれない。

→団体の実態に即して、
できる限り法人の規定を類推適用

(代表者の定めある)権利能力なき社団の成立要件
①団体としての組織の存在、②多数決原理の採用
③団体の存在と構成員の変更との無関係、④代表者が存在
⑤総会の運営方法の確立、⑥財産の管理方法の確立
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Ⅱ 企業の種類と機能 ─ 個人企業と法人企業

●個人企業と共同企業

（株式会社など）個人企業 共同企業

企業の構成 人が単独で企業主体となる。 複数の人が集まって
共同で企業主体となる。

活動結果の 企業活動によって生じた 企業活動の結果生じた損益は、
帰属先 権利や義務は、最終的に 直接には、その企業のものと

すべて経営者個人に帰属する。 なる。

個人財産と 商業帳簿上、企業の営業用財産 出資者の出資が、
企業財産の と経営者の私用財産とは区別し １つの企業財産を構成する。

関係 ておかなければならない。

●共同企業 民法上の組合

個人企業 有限責任事業組合( )組合企業 LLP
企業 匿名組合

共同企業

権利能力なき社団

会社 合名会社社団企業

ＮＰＯ法人 合資会社企業形態選択の自由

一般社団法人 合同会社( )LLC
企業がどのような企業形態を選択する 株式会社

のかは、原則当事者の自由である。 例外：銀行、保険会社など

●組合企業

複数の人が各々出資をして ・損益は 各組合員に分配(674)民法上の組合 、
共同で事業を経営すること ・各組合員は、個人財産により
を約束する契約(組合契約: 組合債務の弁済責任を負う

（ ）民法667)をした場合の共同 ・組合員相互の 民675
事業の主体となる団体 高度の信頼関係が前提

有限責任事業組合法により ①構成員の有限責任有限責任事業組合
認められた、民法上の組合 ②内部自治の徹底（ＬＬＰ）
の特例 ③構成員課税（ﾊﾟｽｽﾙｰ課税）

出資者が、営業による ・対外的には営業者のみが匿名組合
利益の分配を目的として、 権利義務の主体となる。
営業者に出資をする契約 ・出資財産は、営業者の所有物
（匿名組合契約:商535）の となる（商536① 。）

結合関係 ・組合員は、対外的に何らの
※各契約は相互に独立 責任も負わない（商536④ 。）

●社団企業

特定非営利活動促進法に ・活動目的は法定の17項目のみ特定非営利活動法人
より設立された主に特定 ・収益事業も可能であるが、（ＮＰＯ法人）
非営利活動を行う法人 収益は特定非営利活動に使用

しなければならない。

※会社については、後述
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●個人企業と法人企業

債務者
＜個人企業の場合＞

個人に直接 個人企業
債権者 経営者

責任追及できる 出資者

＜法人企業（株式会社など）の場合＞ 債務者

責任追及
債権者 株式会社 経営者 出資者

個人に直接責任追及できない

：法人格否認の法理

、 、実質的な個人事業に 形式的に法人格を取得して
、 、事業主が 会社名義の取引であることなどを理由に

個人責任を逃れようとするような場合
→法人の独立性を否定して
会社の責任＝事業主の個人責任 とする法解釈

●企業の種類と出資者の権利義務

出資者への 出資者の 出資者の企業の種類 法人格 利益分配 業務執行権 債権者への責任

個人企業 × ○ ○ 直接無限責任

組 民法上の組合 × ○ ○ 直接無限責任
合
企 有限責任事業組合 × ○ ○ 直接有限責任*
業

匿名組合 × ○ × なし(商536④)

権利能力なき社団 × 規約による 規約による 契約による※

合名会社 ○ ○ ○ 直接無限責任

社 合資会社 ○ ○ ○ 直接無限責任
団 会 社 直接有限責任*
企
業 合同会社 ○ ○ ○ 間接有限責任

株式会社 ○ ○ × 間接有限責任

ＮＰＯ法人 ○ × × 間接有限責任

一般社団法人 ○ × × 間接有限責任

直接有限責任…出資の未履行分については直接責任を負う*
出資を履行していれば、間接有限責任と同じ

※権利能力なき社団の出資者責任

社団財産のみを引当とする間接有限責任が原則であるが、取引の

相手方との契約によっては、それ以外の担保責任を負うことも多い。
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Ⅲ 企業が行う取引の特徴

●企業の取引活動に適用される法律

企業の組織に 取引の決済手段に ＜商法適用の基礎概念＞

ついて ついて 「商行為 ：企業の行う取引活動」

の法律 会社法 手形法・ の法律 「商 人 ：商行為を行う者」

小切手法

企業の事業活動に

商法 関する法律 ＜一方的商行為＞

当事者の一方に

商慣習法 とって商行為なら

取引について 双方に商法を適用

民法（一般法） の一般法 する （商３）。

１ 企業の取引活動と商法

●「商人概念」と「商行為」概念

絶対的商行為 誰が行っても常に商行為となる。

（商 ） 例）売却目的の不動産や有価証券の有償取得501
取引所での取引、手形行為など

営業的商行為 営業として反復して営まれたときに

（商 ） 商行為となる。502
例）賃貸目的の不動産や動産の有償取得、

作業の請負、運送契約など

(基本的商行為)

会社の事業行為と補助行為（会社５）
本来の商人（商４①）

自己の名をもって を行うことを 業とする者商 人 商行為

自ら権利・義務の 営利の目的で継続して

主体となって 反復して行う者

(補助的商行為)

附属的商行為 商人の営業のためにする補助的な行為

（商 ） 例) 商人が営業資金を借入れる行為など503

擬制商人 商行為を行うことを業にしない者も商人とする

（商４②） 物品販売業者

鉱業を営む者
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●取引に関する民法と商法の規定内容の違い

民法の規定 商法の規定

代理の方式 本人のためにすること 顕名不要（商法504）

（顕名）が必要（民99）

債務者が複数の 分割債務（債務額を債務者 連帯債務（債務者の全員が

場合の債務の取扱 の人数で均等に負担する） 債務全額の責任を負う）

（民427） （商511①）

保証人 通常の保証（連帯保証にす 連帯保証（連帯保証とする

るにはその旨の合意が必要 旨の合意がなくても連帯保

となる （民454・458） 証となる （商511②）） ）

留置権 留置物と被担保債権との間 牽連性は不要、留置物は債

（ ）に牽連性が必要（民295） 務者の所有物のみ 商521

２ 商業登記制度

＜商業登記とは＞ 公示

商人の営業に関する取引上重要な事項（商号・規模・権限者など）を の

登記所（法務局）に備え付けられた商業登記簿に登記して公示する制度 原則

集団的・大量的に行われる 経営者や出資者などの個人とは、別個

営業活動の円滑と安全を確保する 独立の経済主体である企業の実体は、

取引相手となる公衆に公表すべし

法定の登記事項（例：株式会社設立登記）

①会社の目的、②商号､③本店及び支店の所在場所、④会社の存続期間･解散事由
⑤資本金の額、⑥発行可能株式総数、⑦発行する株式の内容
⑧取締役の氏名、⑨代表取締役の氏名・住所 その他

●商業登記の効力（商９、会社 など）908

一 消極的 登記事項については、登記がない限り 不実の登記

般 公示力 善意の第三者に主張できない。

的 ①真実とは異なる登記

効 積極的 登記があれば、善意の第三者に対しても （不実の登記）は無効

力 公示力 登記事項の存在を主張できる。 である。

正当事由により知らなかった者を除く ②故意又は過失により（ ）

不実の登記をした者

特別な ①商号の譲渡は、登記をしなければ、第三者 は、善意の第三者に

効力 に対抗することができない （商15②） 対してその事項が。

（例） ②会社は、本店の所在地において設立の登記 不実であることを

をすることによって成立する 会社49､579 主張できない。。（ ）
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●商業登記制度の利用方法

・新規の取引開始 …相手企業の登記事項証明書の内容を確認

・銀行口座の開設、資金借入 …自社の登記事項証明書の提出

＜会社法人等番号＞（ 桁）12
・マイナンバー法に基づき商業登記簿に記載される番号

・前に、一桁の数字を追加すると、税務手続き上の法人番号（ 桁）になる13

３ 商号

＜ とは＞ ：商人は、原則として商号を商号 商号自由の原則

商人が営業上の活動において 自由に選択できる。

自己を表すために用いる名称 ：一個の営業についての商号は商号単一の原則

一個に限られる。

（会社７）
会社の種類を表す文字を使用する

営業の範囲を明確にする機能 他種類の会社と誤認されないこと会社の商号

会社でない者が会社を名乗らない

長期間の使用

（ ）商号の登記 会社は設立時に 会社911③2など

商号そのものが商人の 個人企業は任意で（商11②）

信用の対象となる 同一の所在場所における同一商号の登記禁止

（ ）商業登記 27
同一・類似商号の使用禁止そこで

（商12、会社８）

①商号使用企業の利益保護 不正な目的で、他の商人・会社であると

②公衆や取引相手の保護 誤認される商号の使用禁止

→違反する商号を使用する商人・会社には

営業上の利益侵害の停止・予防の請求可

（商14、不正競争防止法における 名板貸人（ないたがしにん）の責任

(2①1･2､3､4､14) 会社９）商号保護

（周知表示混同惹起行為） 自己の商号を使用しての営業･事業の実施を

（著名表示冒用行為） 許諾した者（名板貸人）は、名義借受人と

連帯して債務弁済責任を負う。

広く認識されている商号と同一

または類似の商号の使用により、

商品･営業に混同を生じさせる行為をされた

→営業上の利益侵害の停止・予防の請求、

損害賠償請求・信頼回復措置請求ができる。
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第２節 会社のしくみ

Ⅰ 会社の種類

＜会社とは＞

株式会社、合名会社、合資会社または合同会社のこと（会社２①）

営利を目的とする社団法人

…組合式運営が認められる持分会社

・意思決定や利益配分の方法を

定款で自由に定められる。

持 分 会 社 株式会社
区 分

合名会社 合資会社 合同会社 株式会社

無限責任社員 株主構 成 員 無限責任社員 有限責任社員
（社員） 会576② (会576③) 会576④ ＝有限責任社員（ ） （ ）

（ ）有限責任社員 会25､104

直接・無限 間接有限責任 間接有限責任出 資 者 直接・無限
（ ） （ ）（社員） ・連帯責任 会580② 会104・連帯責任

の責任 （会576②、 (576③､580) (出資は (出資は
会580 580① 直接・有限 全額払込主義 全額払込主義（ ） ）

・連帯責任 :会578､604③) :会34､63､208)

社員の 原則全員が 原則全員が 原則全員が 株主の地位と
業務執行 業務執行権、 業務執行権、 業務執行権、 業務執行権は、

代表権をもつ 代表権をもつ 代表権をもつ 分離されている
（ ） （ ） （ ） （ ）会590 会590 会590 会105ほか

（社員の種類に
よる違いは、 （所有と
廃止された） 経営の分離）

社員の 他の社員全員 原則、他の社員 原則、他の社員 原則自由
地位の の承諾が必要 全員の承諾必要 全員の承諾必要 (会127)

株式譲渡自由譲渡 会585① 会585①② 会585①② (（ ） （ ） （ ）
)の原則

法律が ２人～小規模 ２人～小規模 ２人～小規模 大規模
本来予定 (現行は、 (現行は、 (現状は実体が

）する規模 １人会社も可) １人会社も可) 個人企業も多

人的会社 物的会社会社の 人的会社 物的会社と
性質 …社員相互間の (無限責任社員 人的会社の …株主と会社間

人的信頼関係 の個性が重視 両方の側面 株主相互間の
が前提となる される →内部関係には 関係は希薄）

組合的規律が 信頼の基礎は
信頼の基礎は人 適用される。 会社の財産

↓

資本

法律用語：社員…社団法人の構成員のこと 充実・

会社の場合は出資者、株式会社では特に株主という 維持の

日常用語：社員…会社の従業員のこと 原則

社員（法律用語）≠社員（日常用語）
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Ⅱ 株式会社

１ 株式会社のしくみ

は、株式会社

多数の出資者から巨額の資本を集めて 多数の出資者が

大規模かつ長期的に事業を行うことを 参加しやすいしくみ

本来の目的としている。

＜ ＞ ＜ ＞株式 間接有限責任

株式会社の所有者としての 株主の責任は、その有する株式の

。（ ）社員たる地位が、 引受価額を限度とする 会社104

細分化された均一的な割合的単位 →引受額までの出資義務を負うのみ

として構成されたもの 会社債権者に対し直接責任はない

株主平等の原則

株式会社は、株主を、その有する株式の内容及び数に応じて、

平等に取り扱わなければならない （会社 ①）。 109
○○○○○○○○○○○○○

(株式譲渡自由の原則) (１株１議決権の原則)人人人人人人人人人人人人人
株 主

出資 経営の委任

事業経営
会社資本 経営者

資本制度（ ） 機関の分化（ ）資本充実・維持の原則 所有と経営の分離

・会社財産の適正な評価 ・多数の株主から委託を受けた

→計算制度等の整備 専門経営者による機動的な運用

・会社財産の維持＝債権者保護 ・株主総会、取締役等による機能や

→剰余金の分配制限（会458） 権限の分化と相互のチェック、

→厳格な資本金減少手続 監査役等によるそれらの監視

（会447､309②９）

●株主の権利
株主の権利

株主自らの 共有者としての
経済的利益 経営への参画自益権 共益権

利益 残余財産 議決権 株主総会 株主 株主代表
配当請求権 分配請求権 招集請求権 提案権 訴訟権

少数株主権 単独株主権２ 株式会社の種類

「譲渡制限のない株式」が存在している株式会社（会２-5）公開会社

「資本金が５億円超」または「負債が200億円超」の株式会社(会2-6)大 会 社
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２ 株式会社の機関

（１）株式会社に設置することができる機関

、 、 。会社法では 株式会社の機関設計は 一定の枠内で原則自由にできるようになった

●株式会社の機関構成の例

例１：旧有限会社型（会社法が求める必要最小限の基本形）

株 主 総 会

・１名以上 ←業務意思決定取締役
・任期２年 会社の代表

従業員

例２：旧商法型（取締役会設置会社・監査役型）

株 主 総 会

・３名以上 ←業務意思決定取締役会
監査 ・任期２年

監査役
・任期３年 ←業務執行、代表取締役

監査 会社の代表

従業員

例３：米国型（指名委員会等設置会社）

株 主 総 会

取締役会取締役会
各委員会 監査 ・任期１年

監査 報酬 指名・３名以上
委員会 委員会 委員会・社外取締役

過半数

執行役代表執行役
監査 ・任期１年

執 行 役

従業員
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●機関設計の制限（会社法326～328）

株主総会 取締役株式会社として必ず設置する機関 、

状
況 取締役会
に 監査役等
応 のﾊﾟﾀｰﾝ × ○
じ （なし） （設置） 公開会社
て
設 ・監査役等なし ※

監査役置 会 × ・監査役 ・
が 計 （なし） ・監査役会
義 監
務 査 ・監査役 ・監査役 公開会社
付 人 ○ ・ である監査役会
け （設置） ・ 大会社委員会
ら
れ
る 大会社 ※公開会社でも大会社でもなければ
機 ・取締役会＋会計参与 も可能
関

、 。大会社は、会計監査人を設置する。 公開会社は 取締役会を設置する

、 。公開会社である大会社は 監査役会または委員会のいずれかを設置する

上記に加え任意に設置できる機関 会計参与

※株式会社の「役員」＝ 取締役、会計参与、監査役
（２）株主総会の役割

＜ とは＞株主総会

、株式会社の実質的所有者である株主によって構成される機関であり
株式会社の組織・運営・管理その他の株式会社に関する一切の事項に

意思決定の最高機関ついて決議することができる株式会社における

(会295①)
●株主総会の決議事項

取締役会
会社の基礎、営業の 定款の変更､資本金の減少 特別決議または 設置会社
基本に関わる事項 会社の解散･合併･事業譲渡 特殊決議 において

は、
株主の重要な利益 計算書類の承認 会社法・

に関する事項 剰余金の配当 普通決議 定款記載
の基本的

機関の選任・解任 役員･会計監査人･清算人 ※監査役の解任 事項に限
に関する事項 の選任・解任 については、 られる。

特別決議
役員の専横の危険 役員の報酬の決定

が大きな事項

定時総会 毎事業年度終了後（決算後）一定の時期に招集される
株主総会は

（ ） （ ）臨時総会 必要に応じて臨時に招集される 296② 296①
1事業年度に

原則、取締役が招集する （会296③） 1回以上必要。
（会299①)

取締役会設置会社の場合 招集通知：２週間前まで
代表取締役（会298④） （書面） １週間前まで → さらに定款で短縮可

（株式譲渡制限会社 （取締役会ﾅｼ））

どちらか
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（３）取締役・取締役会の機能

●取締役と取締役会

＜ (取締役会不設置)＞ ＜ ＞取締役 取締役会

株主総会で選任され 株式会社の(348) 全ての取締役で構成され､株式会社の、

①業務を執行し②会社を代表する｡(349) ①業務執行の決定、

②取締役の職務の執行の監督、

上記①②なく、業務執行決定合議に参加 ③代表取締役の選定、を行う。(362)

＜取締役(取締役会の構成員)＞

(362②)

業務の決定 他の取締役の監督 業務執行の決定 取締役の監督

(348②) (357①) (362①)取締役会

対外的な会社の代表 取締役 ３人以上取締役
１人以上 （会社349）

代表取締役 (362③)
※代表取締役を定めない場合

業務執行取締役
各取締役単独で会社を代表

する
業務の執行 (348①) 業務の執行 (363①)

●取締役と会社の関係 ◆業務執行上の重要事項の決定

(会社330) は、取締役に委任できない。

①重要な財産の処分、譲受け委任の関係

会 取 ②多額な借財

取締役は、会社のために ③重要な使用人の選任・解任

法令の範囲内で、最善をつくす 締 ④重要な組織の設置･廃止ﾅﾄﾞ

※特別取締役を選定・登記すれ

社 (具体化) 役 ば、①②について決議できる
善管注意義務 忠実義務→

（会社362④､373､911③-21）
（民644） （会社355）

●取締役と会社の利害対立の調整

取締役が会社の事業と同種の取引を行うこと競業避止義務

つまり自分の会社と競争する取引をする場合
(会社356)
(会社365)

・取締役が自ら会社と取引をするような場合利益相反取引

(自己取引)の制限 ・取締役の債務を会社が保証するような場合

取締役会（不設置なら株主総会）で、

その取引の重要事項を開示し、承認を受ける

定款の定めによる（定めなき場合は株主総会の決議で）取締役の報酬

（会社361）
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●取締役の責任

会 社

取締役が、その任務を怠り（ 、会社に損害を与えた場合、任務懈怠）

→その取締役は、会社に対して損害賠償責任を負う （会社423）。

例・取締役が法律や定款の定めに違反して損害を発生させた。

→過失の有無にかかわらず責任を負う。

・配当可能利益がないのに、利益配当や自己株式の取得買取をした。

→その交付した金銭等の帳簿価格を会社に支払う （会社426）。

その職務の実施上の注意を怠らなかった証明があれば、免責。

※責任を負う取締役が複数いる場合は、連帯債務者となる （会社430）。

責任追及等の訴え （刑198） 刑

株主 会社847 、汚職の罪 事株主代表訴訟 取締役 特別背任罪（ ）

（会社960、697･698） 責任※完全親会社の株主も可

取締役が 故意または過失によって 取締役がその職務の執行について、、 、

会社債権者等の第三者に損害を与え 悪意または重大な過失によって、

た場合は、 を負い、 第三者に損害を与えた場合は、不法行為責任

。 。その損害を賠償しなければならない その損害を賠償しなければならない

（民709） （会社429）

※複数の取締役の責任なら連帯債務

（会社430）

民法上の責任 会社法上の責任

第三者

●代表取締役

＜ とは、＞代表取締役

株式会社の定款、定款の定めに基づく取締役の互選 取締役会設置会社では

または株主総会の決議によって取締役の中から定めた 取締役会で選定し、

株式会社の代表者（会社349③） 必ず設置(会362②③)

株式会社の業務に関する一切の

裁判上または裁判外の行為を …代表取締役のような肩書表見代表取締役

する権限を有する (会社349④) を付した取締役の行為に。

ついて、株式会社は、

善意の第三者に対する

責任を負う （会354）。
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（４）会計参与

＜ とは＞ いつでも会計帳簿等を閲覧・謄写し、会計参与

取締役と共同で、 取締役などに会計報告を求める権限（会 ）374
計算書類等を作成する 発見した取締役の不正を株主(監査役)に報告する義務

（ ）職務の役員(会374①) 会 ①375
取締役会へ出席し、必要な意見を述べる義務

（ ）公認会計士や税理士等 ※取締役会設置会社のみ：会376①

(会333) 会社とは別に、計算書類等を５年間保存し、

株主や債権者からの閲覧･謄写に応じる義務（会378）

（５）監査役

＜ とは＞ 株主総会の普通決議で選任(329①､309①)監査役

会社の業務全般にわたって 特別決議で解任(339①､309②-7)

取締役の職務執行を監査する機関

（ ）（会計参与も対象） ※兼任不可 会335②

会381 ・取締役または支配人その他の使用人（ ）

・子会社の取締役、会計参与

執行役、支配人その他の使用人

株主総会

選任 選任、会社の基本事項の決定

取締役会
職務執行を監査

選任、業務に関する意思決定監査役
「業務監査」
「会計監査」 …業務執行、会社の代表代表取締役

主な権限等

①いつでも役員･支配人等に対して､事業の報告を求めることができる (会381②)。

②取締役会に出席し、必要な場合には意見を述べなくてはならない （会383①）。

③取締役会の招集を請求できる （会383②）。

④取締役の法令・定款違反行為の差止め請求ができる （会385）。

⑤取締役 会社間の訴訟において会社を代表する （会386）vs 。

公開会社、監査役会 ４つともあてはまらなければ、 見返りとして

大会社、会計監査人 会計監査権のみに限定できる(389) 株主総会の権限強化

(会390)

監査役全員で構成される機関 監査報告の作成監査役会

常任の監査役の選定・解職

監査役は職務執行状況を報告する 監査役の職務執行に関する事項の決定

、 （ ）監査役会設置会社の監査役会 ３人以上 うち半数以上が社外監査役 会335③
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（６）会計監査人

＜ とは＞ 公認会計会計監査人

監査役と並んで、計算書類の監査を行う会計の専門家、 士または

大会社や委員会設置会社には 設置が義務づけられる (327⑤､328) 監査法人、 。

（ ）337①

任意で設置することもできる(会326②)

役員ではないが、 (会329)

役員に準じた扱いを受ける。…例）会計監査人は株主総会で選任される。

（７）監査等委員会設置会社

＜ とは＞監査等委員会設置会社

監査等委員会を置く株式会社（会社２-11の2） 監査役会や監査役は

設置されない

株 主 総 会

取締役会・取締役
監査等３人以上

・社外取締役 監督委員会
半数以上

監査
代表取締役

従業員

監査等委員会設置会社は、指名委員会等設置会社の簡易形とも

監査役会設置会社の発展形とも考えられる。

（８）指名委員会等設置会社

＜ とは＞指名委員会等設置会社

取締役会の中に、３つの委員会 指名委員会 取締役会の決議で選定

を置いた株式会社 （会社２-12） 報酬委員会 ３人以上

監査委員会 社外取締役が過半数

(会400①②③)

取締役は、支配人

その他の使用人を ※監査委員の兼任禁止（会400④）

兼任できない。 ・執行役、業務執行取締役

(会331③) ・子会社の執行役 業務執行取締役､、

会計参与、支配人その他の使用人
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取締役会

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

取締役･会計参与 ・執行役等(取締役･執行役､会計参与) 執行役等の個人

の選任と解任に の職務遂行の監査､監査報告書の作成 別の報酬の内容

関する株主総会 ・会計監査人の選任と解任、再任拒否 内容決定方針を

議案内容の決定 に関する株主総会の議案内容の決定 定める

（ ） （ ） （ ）会404① 会404② 404③､409①

＜取締役会の権限(会416)＞

・経営の基本方針の決定（長中期の計画等） ・法定の重要事項の決定

・執行役等の選任 ・取締役や執行役の職務遂行の監督

（※取締役としては業務執行権なし:会415、執行役との兼任は可能:会402⑥）

※監査役は設置できない(会327④) ・取締役会決議により

委任された業務執行の決定

※各企業が任意に定める ・業務の執行 (会社418)執 行 役

｢執行役員｣とは異なる

↑

会社法上の機関ではない 代表執行役 表見代表執行役

（会社420） （会社421）

３ 会社従業員の法的立場

支配人の登記 本店の所在地において行う
(善意の第三者保護)

会社に代わってその事業に関する 会社の事業の主任者支配人 表見支配人

一切の裁判上または裁判外の行為 である名称を付した

をする権限を有する会社の使用人 使用人は、支配人の

(会社11①) 営業部長 権限が有るとみなす

競業の禁止（会社12） 支店長等 (会社13)

①自ら営業を行うこと

②会社の事業と同種の取引を行うこと 競業避止② 支配人の責務

③他の会社や商人の使用人となること

④他の会社の取締役､執行役､業務執行社員となること 精力分散防止①③④

代理権に加えた制限は、 (会社11③)

善意の第三者に対抗できない(会社14②)

事業に関するある種類または特定の事項の委任を受けた使用人 部長､課長､

係長､主任 等

当該事項に関する一切の裁判外の行為をする権限を有する

(会社14①)

物品の販売等を目的とする店舗の使用人
(会社15) 悪意者に対しては、

その店舗にある物品の販売等をする権限を有する 代理権の擬制はない
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４ 財務諸表の作成・承認・報告

取 締 役

官 報会計参与

貸借対照表

作成（会社374①

(会社436) 監査役 資 産 負 債

監査 監査役会 公告計算書類

承認 会計監査人 （会社440） 純資産事業報告

附属明細書

提出 提供、報告

(会社438) □□□本支店□□□

定時株主総会 承認 □□□ □□□

据置き

株主・投資家の閲覧（会社442）
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第７章 企業と従業員の関係

第１節 従業員の雇用と労働関係

１ 労働契約

労働契約

従業員 企 業

「勤労者の団結する 適用

権利及び団体交渉 規制

その他の団体行動 労働三法労働基本権

をする権利 (憲28) (民法の特別法)」

労働基準法 労働組合法 労働関係調整法

労働契約法

労働安全衛生法 労働組合の結成･運営･活動 労働争議の調整に関する

の積極的な保護 労使間の自主的解決と

個別の労使関係について 労働三権の設定（団結権、 国家権力による鎮圧排除

労働者個人の保護を図る 団体交渉権、団体行動権） …労働委員会による調整

●各種の労働法

労使関係 労働基準法 安全衛生関係 労働安全衛生法

労働契約法 じん肺法

労働組合法

労働関係調整法 労働保険関係 雇用保険法

労働者災害補償保険法

雇用関係 職業安定法

障害者雇用促進法 生活安定関係 労働金庫法

高年齢者等雇用安定法 中小企業退職金共済法

労働者派遣事業法 最低賃金法

男女雇用機会均等法 勤労者財産形成促進法

育児・介護休業法

労働教育関係 職業能力開発促進法

使用者の 労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ安全配慮義務

労働ができるよう、必要な配慮をする(労働契約5)

労働災害が発生した際に、

損害賠償請求の根拠となるケースあり
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２ 労働基準法とは

●労働基準法の概要

労働基準法 労働条件の最低基準を定め 労働契約に付随する労働条件等の規制

使用者を罰則等で取締まる 賃金の支払方法、就業規則、災害補償

など

労働契約法 労働契約に関する労働者と 労働契約の原則、労働者安全への配慮

使用者の民事上のルール 労働契約の内容と就業規則との関係

など
●労働契約

事業主又は事業の経営担当者 ※ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ､日雇労働者

その他その事業の労働者に 不法就労外国人も含む

関する事項について、

事業主のために行為をする 事業又は事務所に使用され､

すべての者 (労基10) 賃金を支払われる者 (労基9)

＜ ＞労働契約

使 労働者が使用者に使用されて労働し 労

用 使用者がこれに対して賃金を支払う 働

者 ことについての双方の合意 (労契6) 者

賃金支払義務､安全配慮義務 労働義務…労務を提供する義務(労契7)

法の定める基準に達しない労働条件は無効→法定の基準による(13)

労働条件明示義務 事実と相違する場合、労働者は即時に契約解除可(15②)

使用者は、賃金。労働時間その他の労働条件を明示しなければならず、

さらに省令で定める一定事項については書面の交付による明示が必要(15①)

●書面による明示すべき労働条件(施行規則５) その他の労働契約の内容も(労契

・労働契約の期間 できる限り書面で確認する 4②)

・就業の場所および業務

①始業・終業時刻、休憩時間、休日、休暇、交代勤務

②賃金の決定、計算および支払方法、支払時期、昇給 絶対必要

③退職（解雇事由を含む） 記載事項

④退職手当、その他の手当、賞与、最低賃金
就業規則⑤労働者負担の食費、作業用品その他

⑥安全および衛生 への記載
⑦職業訓練 相対必要
⑧災害補償および業務外の傷病扶助 記載事項
⑨表彰および制裁
⑩その他（休職など）

。就業規則：常時１０人以上の従業員を使用する事業場は作成･周知する義務あり

(89) 作成にあたっては、過半数労働組合の意見を聴き、意見書を添付して

所轄の労働基準監督署長に届出なければならない。変更も同じ
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●労働契約の期間 … 期間の定めのないものを除き､３年を超えては締結不可(14①)

期間の定めのない労働契約 …定年までの就労を前提

事業の完了に必要な期間を定めるもの

例外 高度専門家等、60歳以上 →５年

有期労働契約 最長期間：原則３年を超えられない(14①) 民626は５年

※違反の場合→３年に短縮・使用者は罰金

更新の有無の明示、判断基準の明示、

不必要に短期契約の繰返しにならないよう配慮する(労契17

→反復更新により５年を超えると、 ②)

労働者の申込で期間の定めのない契約となる(労契18)

●労働条件等に関する規制

均等待遇(３) 国籍、信条、社会的身分による差別の禁止(限定列挙)

※雇入れは含まず ※男女差別の禁止は男女雇用機会均等法による

損害賠償額の予定禁止 労働契約不履行の違約金や損害賠償額の予定を禁止

(16) ※実際に発生した損害の賠償を禁じるものではない

前借金相殺の禁止(17) 明らかに身分的拘束を伴わないものは、規制されない

強制預金の禁止(18) 強制的な天引貯金により退職の自由を奪うことを防止

●賃金

＜ とは(11)＞賃金

賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、 使用者が任意に

労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのもの 支払うもの

＜ (24)＞ 結婚祝金、賃金支払いの５原則

①直接払いの原則 ④毎月一回以上払いの原則 死亡弔慰金

②通貨払いの原則 ⑤一定期日払いの原則 退職手当等

③全額払いの原則

原則、賃金ではない

最低賃金法による最低賃金の保障制度(28)

労働基準法による出来高払いの保障給制度(27) 労働協約､就業規則､

消滅時効(115) 労働契約等に基づき

賃金請求権：２年 支払義務が発生すれ

退職金請求権：５年 ば、賃金に該当する



- 100 -

●労働時間…使用者の指揮監督下にある時間（手待時間を含む）

実労働時間

所定外労働 会社で定めたもの所定労働時間
(所定労働時間≦法定労働時間)

時間外労働 労働基準法で定まっているもの法定労働時間

時間外労働可能な場合(33､36)

①災害等避け得ない事由 ＋臨時の必要性 ＋行政官庁の許可１日：８時間

②公務上の臨時の必要性１週：40時間

三六協定 割増賃金③ の締結･届出 ＋労働契約等 ＋

これを超え

労働させてはならない(32) 時間外労働の上限(36)

(38の2) ・原則：月 時間、年 時間みなし労働時間制 45 360
…外勤営業等の事業場外労働 ・臨時的な特別の事情がある場合：

(38の3) 年間６ヶ月まで月 時間超が可能裁量労働制 45
専門業務型裁量労働制 年間 時間以内720
企画業務型裁量労働制 月100時間未満、月平均80時間以内

（法定休日労働を含む）
変形労働時間制

…一定期間の労働時間を平均して週 時間以内であればよい40
…一定期間の総労働時間の範囲で労働者が自己判断(32の3)フレックスタイム制

●割増賃金(37)

①時間外労働：＋25％以上 時間外の深夜労働：①＋②＝＋50％以上

②深夜労働 ：＋25％以上 （深夜：22～５時）

③休日労働 ：＋35％以上 休日の深夜労働 ：②＋③＝＋60％以上

１ヶ月60時間を超える時間外労働：＋50％以上または有給休暇( 施行)H22

●休憩時間(34) 途中付与の原則

労働時間が６時間を超える場合は45分以上 一斉付与の原則

労働時間が８時間を超える場合は60分以上 自由利用の原則

●休日・休暇等

休日(35) 法定休日：毎週少なくとも１日、または４週間に４日以上

休暇(39) ６ヶ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者に対して、

、 。継続し または分割した10労働日の を与えなければならない有給休暇

継続年次につれ増加、使用者による時季変更権・使用時期指定義務

１歳に満たない子の養育のため 雇用関係を維持しつつ育児休業

一定期間休業できる制度

介護が必要な父母や配偶者等の介護のため （給与支払い義務なし）介護休業
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＜年次有給休暇の付与日数＞

継続勤務年数（年） ０.５ １.５ ２.５ ３.５ ４.５ ５.５ 6.5以上

付与日数 （日） １０ １１ １２ １４ １６ １８ ２０

週所定労働日数が４日以下かつ週所定労働時間が30時間未満の労働者には比例付与

●労働契約の終了

労働者の死亡…使用者が死亡しても労働契約は終了しない

当然終了 期間の満了…原則それまでは解雇もできない(労契17①)

(高齢者雇用安定法8)定年制…男女差別禁止(均等法6)､60歳以下禁止

労働契約等に記載すれば、その年齢に達したとき当然に雇用契約終了する

65歳までの雇用確保措置が必要 70歳までの就労確保措置の努力

労働者側の退職の自由

(附則137)期間の いつでも解約の申入れができる (民627)。

解約 定めなし 申入日から二週間を経過すると雇用終了 契約期間の

申入れ 上限が３年

期間の やむを得ない事由があるときは (民628) の労働者は、

定めあり 直ちに契約の解除をすることができる。 １年経過後

使用者側の解雇の自由 制限(廃業･解散時も)

予告期間30日または予告手当30日分以上が必要(20)

解 雇 （即時解雇が認められる場合も行政官庁の認定が必要）

解雇制限…業務負傷等の療養休業、産前産後休業の

期間中およびその後30日間(19)

客観的に合理的な理由を欠き

社会通念上相当であると認められない場合 解雇権濫用(労契16) 解雇無効

＜テレワークにかかる法規制＞

テレワーク時おいても労働基準法が適応される。

（自宅テレワークについての留意事項） （就業規則への記載事項）

①労働条件の明示 ・テレワークを命じることに関する規定

②労働時間の把握 ・テレワーク用の労働時間を設ける場合、

③業績評価・人事管理等の取扱い その労働時間に関する規定

④通信費・情報通信機器等の費用負担 ・通信費などの負担に関する規定

就業規則の作成義務がない場合は、労使協定等が必要
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３ 労働組合法とは

のルール集団的労使関係

労働組合の 労働組合は、労働者の経済的地位の向上を目的に組織され、

、 。目的と運営 使用者の支配・干渉を受けず 民主的に運営されなければならない

、 。結成､加入､ 労働者は２人以上集まれば 労働組合を結成して組合活動を行える

脱退の自由 労働組合への加入･脱退は、各労働者の自由である。

不利益取扱 使用者は、労働組合を結成し、または結成しようとした者を

・支配介入 人事・給与等で不利益にあつかってはならず、

の禁止 組合の結成、運営に支配・介入してはならない。

労働組合の 労働組合は、労働組合または労働者のために、

団体交渉権 労使関係事項について、使用者と団体交渉する権利を有しており、

の尊重 使用者は団体交渉の申入れを正当な理由なく拒否してはならない。

労働協約を 労働組合は、団体交渉によって、労働条件その他の待遇について、

定める権利 使用者との間で、 を定めることができる。労働協約

※効力関係：法令＞労働協約＞就業規則＞労働契約

４ 労働関係調整法とは

労使関係の公正な調整 労使間の自主的で迅速な解決労働関係調整法

国家権力による鎮圧の排除
労働委員会

あっせんは調停の前段階に位置づけられる。

原則として学識経験を有する第三者が、争議中の労使の間に入って、あっせん

(10～16) 争点を調べ、助言や妥協点を見出すことにより解決を図る調整方法。

争議ごと､労働者･使用者･公益をそれぞれ代表する委員で構成される調 停

(17～28) 調停委員会が設置され、労使の対立点を聴取して調停案を作成し、

これを労使双方に示して受諾を勧告する調整方法。

争議ごと、公益委員だけで構成する仲裁委員会が設置され、仲裁裁定仲 裁

(29～35) を下す調整方法。仲裁裁定には、労使双方が、法的に拘束される。

５ その他の労働関係法規

・職業安定法…公共職業安定所による無料の職業紹介など

・労働安全衛生法…職場の危害防止基準、安全管理者、衛生管理者

・労働者災害補償保険法（労災保険法）…業務等による負傷、障害等への保険給付

など
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第２節 職場の労働環境等にかかわる問題

１ 男女雇用機会均等法

（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律）

＜ とは(1)＞男女雇用機会均等法

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、

女性労働者の就業に関して、妊娠中および出産後の健康の確保を図る等

の措置を推進することを目的にする法律

(5) …性別に関係なく、 を与えなければならない。募集・採用 均等な機会

配置 昇進 降格 教育訓練、 、 および

差別的取扱いの禁止 職種 雇用形態の変更(6) および

退職 定年 解雇 契約更新の勧奨､ および ならびに労働

間接差別の禁止 (7) …実質的性的差別要件の禁止

（身長･体重･体力、転居を伴う転勤）

婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等 (9)

の問題 対女性のみではない職場におけるセクシャル・ハラスメント

①職場での

職場におけるセクシャル・ハラスメントとは ②性的な言動による

③いやがらせ

対価型ｾｸｼｬﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ…応じないことへの労働条件的不利益

環境型ｾｸｼｬﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ…就業環境が不快で看過できない支障

職場におけるセクシャル・ハラスメント対策(11)

事業主の義務

労働者からの相談に応じる

※相談を行ったこと等を理由とする不利益取扱の禁止

雇用管理上必要な措置を講じる

※具体的措置を講じない場合

→厚生労働大臣の勧告 →勧告に従わない場合の公表

他の事業主のセクシャル・ハラスメント防止措置への協力努力

セクシャル・ハラスメントに対する法的措置

加害者：不法行為責任、刑事責任（強制猥褻罪､暴行罪､強要罪）

事業者：使用者責任、雇用契約上の債務不履行責任
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２ 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定

および職業生活の充実等に関する法律（労働施策総合推進法）通称：パワハラ防止法

＜ とは(1)＞労働施策総合推進法

国が、少子高齢化による人口構造の変化等の経済社会情勢の変化に対応して、

労働に関し、その政策全般にわたり、必要な施策を総合的に講ずることにより、

され、労働者の多様な事情に応じた 及び労働市場の機能が適切に発揮 雇用の安定

職業生活の充実 労働生産性の向上 労働者がその有する能力を並びに を促進して、

有効に発揮 労働者の職業の安定とすることができるようにし、これを通じて、

とを図るとともに、経済及び社会の発展並びに完全雇用経済的社会的地位の向上

の達成に資することを目的とする法律

労働時間の短縮その他の労働条件の改善

多様な就業形態の普及
雇用・就業形態の異なる労働者の間の均衡のとれた待遇の確保
職業指導及び職業紹介に関する施策の充実
職業訓練及び職業能力検定に関する施策の充実
職業の転換、地域間の移動、職場への適応等の援助
事業規模の縮小等の際の失業を予防と円滑な再就職の促進
職業選択に資する職場または職業に関する事項の情報の提供
女性・子の養育を行う者・家族の介護を行う者の職業の安定
青少年・高年齢者・治療を受ける者・障害者の職業の安定

不安定な雇用状態の是正
高度の専門的な知識又は技術を有する外国人の就業を促進
労働目的在留外国人の適切な雇用機会の確保
地域的な雇用構造の改善

職場における労働者の就業環境を害する言動に起因する問題の解決

職業の安定 雇用管理の改善の促進その他 労働力の確保 労働者の能力の有効な発揮

●パワー・ハラスメントに関する措置

＜パワー・ハラスメントとは(30の2①)＞

職場において行われる ＜事業主の義務＞

優越的な関係を背景とした言動であつて、 当該労働者からの相談に応じ、

業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 対応に必要な体制の整備その他

その雇用する労働者の就業環境が害されること 雇用管理上必要な措置を講じる

一定の客観性が必要 相談を行ったこと等を理由とする不利益取扱の禁止
(30の2②)

都道府県労働局長の助言・指導または勧告(30の5) 勧告に従わない場合の公表
(33②)

３ 職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント

（男女雇用機会均等法11条の3、育児・介護休業法25条）

相談に応じる

妊娠･出産したこと、育児･介護休業等の利用に関して

職場 において上司･同僚から行われる言動により 雇用管理上の必要措置「 」 、

妊娠・出産した「女性労働者」や

育児休業等を申出・取得した「男女労働者」の 相談を行ったこと等

就業環境が害されること による不利益取扱禁止



- 105 -

第３節 派遣労働における労働形態

、 。労働者派遣事業法 派遣労働の法律関係を明確にし 派遣労働者の保護を図る

（労働者派遣事業の適正な運営の確保および派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律）

＜ とは＞ ＜労働者供給事業＞労働者派遣事業

自己の雇用する労働者を、 自己の雇用していない労働者の供給

他人の指揮命令を受けて、

他人のために労働に従事させ ＜請負＞

ること。 注文主等の他人の指揮命令を受けない

派遣禁止業種

①港湾運送業務 労働者派遣契約 注文主派遣元 派遣先

事業主 事業主②建設業務

③警備業務 請負契約

④その他政令で 雇用関係 指揮命令関係

定める業務 請負事業者

派遣労働者

雇用 指揮命令

（各種規制）

事業許可が必要 ※請負契約、委任契約であっても 労働者

派遣期間の制限 労働者に直接指揮命令すれば、

二重派遣の禁止 労働者派遣関係となる( )偽装請負

など

●事業所単位の期間制限（労働者派遣法40の２①②）

・派遣先の同一の事業所における派遣労働者の受入は３年を上限とする。

・過半数労働組合等からの意見聴取をすれば、３年を超えて受け入れ可能。

（２年11ヵ月までに実施する）

※３ヵ月と１日以上開ければ、派遣を中断したものとする。

※事業所は、場所的に独立し、経営単位としてもある程度独立し、

施設として一定期間継続するものであること。

●個人単位の期間制限（労働者派遣法40の３）

・派遣先の同一組織単位における同一派遣労働者の受入は３年を上限とする。

・人を替えれば、３年を超えて受け入れることができる。

※３ヵ月と１日以上開ければ、派遣を中断したものとする。

※同一人物でも、組織単位（課）を替えれば、受け入れることができる。

、 、 「 」※組織単位とは 組織長に業務配分や指揮監督権限をもつ いわゆる 課

労働契約申込みみなし制度

・違法派遣であることを知りながら派遣労働者受け入れた派遣先は、

派遣労働者に対し、同一条件で労働契約を申し込んだ、とみなす。

・違法状態が生じた翌日以降、違法解消まで、毎日申込されているとみなす。

・受諾した労働者を就労させない場合は、行政が勧告し、従わねば公表する。
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第８章 ビジネスに関連する家族法

第１節 取引と家族関係

１ 夫婦間の法律関係

婚姻意思 婚姻の実質的要件男 あり 女

婚姻障害なし ※婚姻障害：婚姻未適齢、再婚禁止期間、近親婚

（ ） （ ） （ ）男女共18歳未満 100日 全直系

（三親等内傍系）

婚姻届 婚姻の形式的要件の

提出・受理 ※婚姻届のない夫婦 → 内縁関係

届出と不可分なもの以外 ①子に の身分なし嫡出子

婚姻の成立 は婚姻に準じ扱う｢ ｣ ②夫婦間の相続権なし準婚

(750)婚姻の効果 ：婚姻時に定めた夫 妻の姓を称す夫婦同氏 または

：相互に協力・扶助し合う (752)同居･協力･扶助義務

(770①)貞操義務：配偶者の不貞行為は離婚原因となる

：夫婦間の契約は いつでも取消可能(754)契約取消権 、

離 婚 夫婦の合意により離婚届を提出・受理協議離婚

家庭裁判所の調停により離婚成立調停離婚

調停不成立の場合、家裁の審判により成立審判離婚

地方裁判所による離婚請求訴訟による裁判裁判離婚

夫婦間の婚姻による法律関係は、将来に向かって解消

婚姻の解消

①女子は 中は婚姻できない（民733 。待婚期間 ）

②子の保護のため を定める (民766)、 。親権者・監護者

、 。協議により定まらない場合は 家庭裁判所が定める

③婚姻前の姓に復氏する 改氏した姓のままも可( )。 767
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２ 夫婦間の財産関係

婚姻中の夫婦間における財産上の権利義務関係に関する契約夫婦財産契約

ない場合

法定夫婦財産制

①特有財産夫婦別産制

・婚姻前から夫婦の一方が所有する財産

・婚姻中に自分の名義で取得した財産

（ ）婚姻以前の預金で購入

(婚姻中に相続） ③特有・共有の判別基準

取得の「名義」ではなく、

.②共有財産 取得の実態によって判断。

・婚姻生活で得られた財産

・夫婦いずれの所有に属するか明らかでない財産（民762）

「 ：婚姻生活を維持していくために必要な費用婚姻費用の分担 婚姻費用」

（生計費・医療費・出産費・子の養育費など）

配偶者間で分配（民760）

、 。・具体的な分担方法は 夫婦間の事情に応じ話し合いで決定

・話し合いがつかなければ、家庭裁判所が決定する。

「 ：婚姻費用の支出など日常家事債務の 日常家事債務」

日常必要な家事について生じた債務。連帯責任

・判断は客観的になされる。

・相手方である第三者が、日常家事債務に

、あたると信じる正当な理由があるときは

夫婦は日常家事債務の連帯責任を負う。

夫婦の一方が日常家事に関して負ったと認められる債務に

ついては、夫婦の他方も を負う （民761）連帯して支払う義務 。

離婚 離婚により夫婦財産関係も将来に向かい消滅する。

夫婦別産が根底財産分与請求
協議不調・不能

他方配偶者の寄与分の評価 ↓

・一方の名による蓄財 家裁へ処分請求

・共有財産、帰属不明財産 ↓

「 」２分の１ルール
離婚により困窮に陥る配偶者の保護

・慰謝料請求とともに、あるいは含めて請求できる。
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第２節 相続

１ 相続とは

＜ とは＞相続

死亡した人（被相続人）の財産を プ ラ スの財産（積極財産：資産）も

生きている人（相続人）が マイナスの財産（消極財産：負債）も

引き継ぐ（承継する）こと

原則 遺言による 遺言がない場合 法定相続を前提とする遺産分割協議

２ 法定相続人と法定相続分（民法886～895）

生存してれば常に相続人 配偶者（代襲相続は認められない） １

先順位者が 第１順位 子（またはその代襲者、再代襲者） １
いなければ、
相続人 第２順位 直系尊属（代襲相続は認められない） １ ２/

第３順位 兄弟姉妹（代襲相続は１代限り） １ ３/

代襲相続 相続人が死亡等で相続できないとき 配偶者を基準

その子が代わって相続する とした相続分

同順位の相続人が２人以上いる場合 それぞれの相続分を人数で均等に分ける。

） 、 、 、例 相続人として 配偶者と子が３人がいたが 子のうち１人が

２人の子を残してすでに死亡しているとき。

Ａ Ｂ
被相続人 ( )1/2

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
( ) ( ) 死亡 Ｅの配偶者1/6 1/6

Ｇ Ｈ
( ) ( )1/12 1/12

相続財産の形成に特別な貢献をした者は、別枠で相続できる。寄与分

。 （ ）→寄与分を除いた相続財産を各相続人の間で配分する 民904の2

※法定相続分を超える権利の承継は、登記等の対抗要件がなければ第三者に対抗できない

嫡 出 子 非 嫡 出 子

定 義 婚姻関係にある男女間で懐妊・ 婚姻関係にない男女間に生まれた子
（ ）出生した子 婚外子

親族関係 父母の親族と親族関係が生じる 父により認知されなければ、父およ
び父の親族とは、親族関係がない。

※相続分における差異の規定は、廃止された（平成 。25.12.5）
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３ 法定相続以外の相続方法（遺言による相続）

＜ とは＞ 遺言能力遺言

死後に効力を発揮する被相続人の自由な意思の表明 意思能力を有すること

①未成年者→15歳以上

遺言できる事項 ②成年被後見人

①認知、②後見人や後見監督人の指定 →事理弁識能力回復

③遺贈、遺贈減殺方法の指定、寄付行為 中に、２人以上の

④相続人の廃除、排除の取消、 医師立会いの下で

⑤相続分の指定および指定の委託、 ③被保佐人・被補助人

⑥遺産分割方法の指定および指定の委託、 →有効に遺言できる

⑦遺産分割禁止 ⑧特別受益者の持戻免除 (961､973､962)、 、

⑨相続人相互の担保責任の指定、 遺贈

⑩遺言執行者の指定と指定の委託、 遺言による財産の処分

⑪遺留分減殺方法の指定、

⑫信託行為、⑬保険金受取人の変更
存在 内容 手続 検認

普通方式 自筆証書遺言 本人が自書・押印 秘 秘 簡単 必要
遺言

（原則） 公正証書遺言 公証人の下で作成 公 公 複雑 不要
の

秘密証書遺言 封印自筆証書を公証 公 秘 複雑 必要
方式

特別方式 危急時遺言 一般危急時遺言(民976)：３人以上の証人
と

（例外） 遭難船舶危急時遺言(民979)：２人以上の証人
種類

隔絶地遺言 伝染病離隔地遺言(民977)：警察官＋証人１人

船舶離隔地遺言(民978)：船長等＋証人２人以上

遺言者が、遺言書の全文・日付・氏名を自書し、押印する。自筆証書遺言

・本人の自書であれば、外国語や速記でも構わない。
、 。→ワープロや点字は 本人のものか判別できないので無効

（財産目録については、各頁に署名押印した印刷物も可）

・遺言作成日が特定できれば、日付として有効。吉日は無効。

・本人が特定できれば､氏または名のみでも､芸名等でもよい。

・印は、実印でなくてもよい。認め印や指印でも構わない。

※遺言の変更･訂正は､通常文書の加除訂正慣習と異なるので注意

公証人という法律の専門家が、 という公文書の形で作成公正証書遺言 公正証書

自筆証書を封筒に入れ同じ印で封印したものを、公証人と２名以秘密証書遺言
上の証人の面前で、自己の遺言書であることを申述し、それらの
署名押印を自己の署名・押印とともに受ける。

(存命中の) の自由： ： 違反の場合は過料）遺言の撤回 遺言の検認 （
、 、→別の遺言の作成や目的財産の破棄 公正証書遺言を除き 遺言者の死亡後

、 。遺言に反する行動も撤回とみなす 遺言書は 家庭裁判所の検認を受ける
封印のある遺言書は、家庭裁判所で、

…単独での撤回を確保 相続人等の立会いの上開封する。共同遺言の禁止

遺言にかかわらず、相続財産の一部を遺族のために留保する制度遺留分

法定相続分の１/２（直系尊属のみの場合は、１ ３）/
（兄弟姉妹には認められない）
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４ 相続の承認と放棄 ～ ５ 遺産分割

被相続人の死亡 ＝相続の発生

（消費・隠匿）

相続人の確定 ・選択後の背信行為

・相続財産の処分

熟慮期間：原則３ヶ月 ・熟慮期間の徒過

相続の承認 権利義務を全面的に承継する単純承認

債務の支払責任を遺産の限度にとどめる限定承認

（相続放棄者を除く、相続人全員で行う）

一切を拒否（各相続人が単独でできる）相続放棄

相続財産の確定

遺言の執行 遺言内容に従い遺言執行者が行う

遺産分割

共同相続人全員の合意が必要遺産分割協議

協議が整わないとき、できないとき審判分割

前提事項に争いがある場合訴訟手続きによる分割

財産承継 相続登記 不動産の相続の場合は、所有権移転登記

・登記原因：相続 を行う。

・日付：被相続人死亡の日

債務の承継 債権者の意思を無視できない。

→承認をしていない協議に

債権者は拘束されない。

債権者の同意を得た債務引受けが多用される。

＜所有不明者土地問題の解決＞

１ 発生予防：知ってから３年以内の相続登記義務、

一定要件下における相続土地の国家帰属化

２ 利用円滑化：管理制度、共有制度、遺産分割制度、相隣関係規定の修正
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